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パートタイム・有期雇用労働法
（同一労働同一賃金）
の企業指導における確認ポイント等について
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パートタイム・有期雇用労働法の企業指導について

1

令和６年度地方労働行政運営方針について (R6.3.29)

第３ 最低賃金･賃金の引上げに向けた支援、非正規
雇用労働者の処遇改善等

１最低賃金・賃金の引上げに向けた中小・小規模企
業等支援、非正規雇用労働者の正規化促進、雇用
形態に関わらない公正な待遇の確保

（３）同一労働同一賃金の遵守の徹底
監督署による定期監督等において、同一労働同一

賃金に関する確認を行い、短時間労働者、有期雇用
労働者又は派遣労働者の待遇等の状況について企業
から情報提供を受けることにより、雇均部（室）又
は安定部等による効率的な報告徴収又は指導監督を
行い、是正指導の実効性を高めるとともに、基本
給・賞与について正社員との待遇差がある理由の説
明が不十分な企業に対し、監督署から点検要請を集
中的に実施することや、支援策の周知を行うことに
より、企業の自主的な取組を促すことで、同一労働
同一賃金の遵守徹底を図る。



問３ 「待遇」には、具体的にどのようなものが含まれるか。
（答）「待遇」には、基本給や賞与、各種手当等の賃金に関係するものに限らず、教育訓練や福利厚生
（休暇等）なども含まれる。

問１ 同一労働同一賃金とは何ですか。
（答）同一労働同一賃金とは、同一企業・団体におけるいわゆる正規雇用労働者とパートタイム労働者、
有期雇用労働者との間の不合理な待遇差の解消を行うものです。具体的にはパート・有期雇用労働法第
８条及び第９条に定めがあります。

問２ 不合理な待遇差は禁止されているとのことだが、正社員とパートタイム・有期雇用労働者との間に
待遇差があってはいけないですか。

（答）パートタイム・有期雇用労働法第８条（不合理な待遇差の禁止）においては、個別の待遇について、
➀職務の内容（業務の内容及び責任の程度）、②人材活用の仕組みや運用（異動・昇進・転勤などの有
無やその範囲）、③その他の事情のうち、各待遇の性質及び目的に照らして適切なものを考慮して、不
合理な待遇差があってはならないこととされており、待遇差があったからといって即座に法違反となる
わけではありません。

パートタイム・有期雇用労働法の企業指導（同一労働同一賃金とは？）

①パートタイム労働者…通常の労働者（正規型の労働者・無期雇用フルタイム労働者）と比較して１週間の所定労働
時間が短い労働者

②有期雇用労働者………期間の定めのある労働契約を締結している労働者
※「パート」「アルバイト」「嘱託」「契約社員」「準社員」といった名称に関わらず、上記のいずれかに当てはまる場合はパート・有期雇用労働法
の対象となります。

均等待遇とは？＝差別的取り扱いの禁止・第９条
通常の労働者とパート・有期雇用労働者の①職務内容②職
務内容・配置の変更の範囲が同じ場合、待遇について同じ
取扱いにする必要があります。

均衡待遇とは？＝不合理な待遇の禁止・第８条
通常の労働者とパート・有期雇用労働者の①職務内容②
職務内容・配置の変更の範囲が異なる場合、違いに応じ
た合理的な範囲内で待遇を決定する必要があります。
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パートタイム・有期雇用労働法対応のための取組手順書より

パートタイム・有期雇用労働法の概要（均等待遇と均衡待遇）

『通勤手当』
の性質・目
的に照らし
て適切なも
のを考慮す
るとは？

正社員と
パートは責
任の重さが
違う…

正社員と
パートは契
約期間、労
働時間が短
い…



パートタイム・有期雇用労働法の概要（同一労働同一賃金ガイドライン）

精皆勤手当
【原則】通常の労働者と業務の内容が同一の短時間・有期雇用労働者には、
通常の労働者と同一の精皆勤手当を支給しなければならない。

【問題とならない例】
Ａ社においては、考課上、欠勤についてマイナス査定を行い、かつ、その
ことを待遇に反映する通常の労働者であるＸには、一定の日数以上出勤し
た場合に精皆勤手当を支給しているが、考課上、欠勤についてマイナス査
定を行っていない有期雇用労働者であるＹには、マイナス査定を行ってい
ないこととの見合いの範囲内で、精皆勤手当を支給していない。
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※各種手当：役職手当・特殊作業手当・特殊勤務手当（交替制勤務）・精皆勤手当・時間外深夜休日労働手当・通勤手当及び出張旅費・食事手当
単身赴任手当・地域手当

※福利厚生：福祉厚生施設(給食施設、休憩室及び更衣室)・転勤者用社宅・慶弔休暇並びに健診に伴う勤務免除等・病気休職・法定外休暇
※本ガイドラインは、関係者の意見や改正法案についての国会審議を踏まえ、労働政策審議会における議論を経て、最終的に確定されたものです。



パートタイム・有期雇用労働法の概要（同一労働同一賃金ガイドライン）
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通勤手当及び出張旅費
【原則】短時間・有期雇用労働者にも、通常の労働者と同一の通勤手当及び出張旅費を支給しなければ
ならない。
【問題とならない例】
イＡ社においては、本社の採用である労働者に対しては、交通費実費の全額に相当する通勤手当を支
給しているが、それぞれの店舗の採用である労働者に対しては、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給して
いるところ、店舗採用の短時間労働者であるＸが、その後、本人の都合で通勤手当の上限の額では
通うことができないところへ転居してなお通い続けている場合には、当該上限の範囲内で通勤手当
を支給している。

ロＡ社においては、通勤手当について、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）通常の労働者及
び短時間・有期雇用労働者には、月額の定期券の金額に相当する額を支給しているが、所定労働日
数が少ない（例えば、週３日以下）又は出勤日数が変動する短時間・有期雇用労働者には、日額の
交通費に相当する額を支給している。

慶弔休暇
【原則】短時間・有期雇用労働者にも、通常の労働者と同一の
慶弔休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障
を行わなければならない。
【問題とならない例】
Ａ社においては、通常の労働者であるＸと同様の出勤日が設

定されている短時間労働者であるＹに対しては、通常の労働者
と同様に慶弔休暇を付与しているが、週２日の勤務の短時間労
働者であるＺに対しては、勤務日の振替での対応を基本としつ
つ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇を付与している。



同一労働同一賃金の取組支援機関
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